登記手続きの方法
１．登記手続きの開始
「登記は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、当事者の申請又は官庁の嘱託がなければ、することができない。」とされている（組合法103，団体法54，商登法14）から、法令に別段の定めがない限り、登記官が職権で登記することができない。
したがって、原則として登記手続は、当事者である組合等及び官庁の嘱託によって開始されることとなる。
２．登記の申請人
登記手続きは、一般に当事者の申請によって開始される。当事者とは、組合等そのものを指すのであるが、組合等の場合は、組合等の代表者が組合等を代表して登記を申請することとなる。
登記の申請は、組合等の代表者である代表理事またはその代理人が自ら登記所へ出頭してしなければならない（商登法16Ⅰ）とされていたが、これが削除されたため、郵送によって登記を申請することができることとなった。
３．登記期間
組合等の登記は、登記すべき事実の発生後、一定の期間内にその申請をすべきこととされている（中協法83～103、中団法５の23Ｖ、48～50、54）。この期間を登記期間という。
しかし、この登記期間の経過後に登記の申請をした場合でも、登記は受理され、その効力に影響はないが、登記義務者である組合等の代表者は、登記を怠ったことによる過料の制裁（20万円以下）を受ける（中協法115②、中団法111①）ことになるから注意する必要がある。
登記期間の算定は、民法第140条以下に定められている一般原則（初日不参入）によることになるが、登記すべき事項で官庁の認可がなければその効力が生じない事項の登記（名称変更、合併等）については、明文の規定はないけれども、官庁の認可書が到達した日の翌日から起算すべきものと考える。

【参　　考】登記の種類による申請人・登記期間一覧
	登　記　の　種　類
	登　記　申　請　人
	 登　　　 記　　　 期　　　 間

	１．設立の登記
	代表理事
	出資払込完了の日から２週間以内

	２．従たる事務所での設立の登記
	代表理事
	設立の登記をしたあと２週間以内

	３．従たる事務所の
    新設の登記
	代表理事
	主たる事務所の所在地２週間以内
従たる事務所の所在地３週間以内

	４．主たる事務所の
　　移転の登記
	代表理事
	２週間以内
（旧所在地に同時申請）

	５．従たる事務所の
　　移転の登記
	代表理事
	旧所在地３週間以内
新所在地４週間以内

	６．中協法、中団法に定める登記事項の変更の登記 (清算人の就任も変更に含まれる)
	代表理事
(または代表清算人)
	主たる事務所の所在地２週間以内
従たる事務所の所在地３週間以内

出資口数、払込済出資総額変更の場合、事業年度末日現在により事業年度終了後、主たる事務所の所在地４週間以内、従たる事務所の所在地５週間以内

	７．参事の登記
	代表理事
	参事を置いた事務所の所在地２週間以内

	８．解散の登記
  (合併および破産
　 の場合を除く)
	代表理事
	主たる事務所の所在地２週間以内
従たる事務所の所在地３週間以内

	９．合併の登記
	合併によって存続する組合又は新設される組合の代表理事
上記の代表理事は合併による解散登記申請についても消滅組合を代表する。
	主たる事務所の所在地２週間以内
従たる事務所の所在地３週間以内

	10．清算結了の登記
	代表清算人
	主たる事務所の所在地２週間以内
従たる事務所の所在地３週間以内


４．申請書
登記の申請は、書面でしなければならない（商登法17Ⅰ）。申請書は、横書きとしなければならない（法規5，商規35Ⅰ）。
申請書には、次の事項を記載して申請人またはその代表者もしくは代理人が記名押印しなければならない（商登法17Ⅱ）。
(1)　申請人である組合の名称および主たる事務所ならびに代表者の氏名および住所
(2)　代理人によって申請するときは、その氏名および住所
(3)　登記の事由
(4)　登記すべき事項
(5)　登記すべき事項につき官庁の認可を要するときは、認可書の到達の年月日
(6)　年月日
(7)　登記所の表示
以上のほか、組合等の従たる事務所の所在地における登記の申請書には、その従たる事務所をも記載することを要する（商登法17Ⅲ）。
申請書が２枚以上であるときは、各用紙のつづり目に申請人またはその代理人が契印することを要するが、契印すべき者が２人以上であるときは、その１人だけの契印で足りる（法規5、商規35Ⅲ、Ⅳ）。
申請書に記載する文字は、字画を明確にし、金銭、物の数量、年月日、番号等を記載するにはアラビア数字を用いるが、「壱、弐、参、拾」等の文字を使用しても差し支えない（法規9、商規48Ⅰ、Ⅱ）。
なお、申請書に記載した文字は改変してはならないが、訂正、加入、削除することは差し支えない。しかしこの場合には、欄外にその字数を記載し、申請人または代理人がこれに押印し、訂正または削除した文字は、なお読みとれるようにしておく必要がある（法規5、商規48Ⅲ）。
５．添付書類
添付書類は、登記申請書に記載されている事項が事実であることを担保するために登記申請書に添付することを義務づけられている書類であって、一般的な添付書類としては次のものがある。
(1)　代理権限を証する書面
(2)　許可書または認可書
(3)　定款、裁判所の許可書、総組合員の同意書
添付書類は、登記の申請書ごとに添付するのが原則であるが、同一の登記所に対して同時に数個の登記を申請する場合において、各申請書の添付書類の内容が同一であるときは、申請書の１通にこれを添付し、他の申請書にその旨を付記すれば、添付書類を省略することが認められている（法規5、商規37）。
この書類は原則として原本を提出するのであるが、申請人が定款、総会の議事録、行政庁の認可書のように保存を必要とする場合もあるから、申請人またはその代理人が登記の申請書に当該書類と相違がない旨を記載した謄本を添付して提出すれば、添付書類の原本の還付を受けることができる（法規5、商規49Ⅰ、Ⅱ）。
６．印鑑の届出
登記の申請書に押印すべき者は、あらかじめ渡欧期初に印鑑の届出をしなければならない（中協法103.中団法54.商登法20）。申請書に押印すべき者とは、組合の代表者である（同上、商登法17Ⅱ）。

印鑑の提出を必要とする理由は、届出の印鑑と登記の申請書または委任状に押された印鑑とが合致することを確かめること（照合）によって、登記の申請が真実の申請人によってされていることを担保しようとするものである。したがって、印鑑の届出は、そのものが最初に登記の申請をするときまでに（同時でよい）しなければならない。なお、組合の代表者は、従たる事務所の所在地を管轄する登記所に印鑑の届出をする必要はない。
７．従たる事務所の所在地における登記
主たる事務所及び従たる事務所の所在地で登記すべき事項につき、従たる事務所の所在地で登記の申請をする場合には、申請者に主たる事務所の所在地でした登記を証する書面を添付すれば足り、その他の書面（委任状を含む）の添付を要しない（商登法48Ⅰ）
